
 

平成１７年３月期   決算短信（連結）
 

平成 17 年 5月 19 日 

上 場 会 社 名 ダイダン株式会社  上場取引所 東 大 

コード番号 1980  本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.daidan.co.jp/）  大阪府 

代 表 者 役職名 取締役社長 

 氏 名 安藤 壽一 

問合せ先責任者 役職名 取締役業務本部長  

 氏 名 多島 剛 TEL（06）6441-8231 

決算取締役会開催日  平成 17 年 5月 19 日   
米国会計基準採用の有無  無   
 
１． 17 年 3 月期の連結業績 （平成 16 年 4月 1日～平成 17 年 3月 31 日）

（１）連結経営成績  （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17 年 3 月期 156,175 0.9 1,391 △13.6 1,412 4.4 

16 年 3 月期 154,832 △5.7 1,609 △21.3 1,352 △22.6 

 
 

当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 1株  

当たり当期純利益 
株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円 ％   円 銭  円 銭 ％ ％ ％

17 年 3月期 766 33.4 17.18 ― 1.7 1.1 0.9

16 年 3 月期 574 △43.5 12.81 ― 1.3 1.0 0.9

 （注）①持分法投資損益 17 年 3 月期 15 百万円 16 年 3 月期 △66 百万円   
②期中平均株式数（連結） 17 年 3 月期 44,566,892 株 16 年 3 月期 44,890,465 株   

   ③会計処理の方法の変更 有  
   ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

17 年 3 月期 136,540  46,115 33.8  1,024.98

16 年 3 月期 129,848  45,646 35.2  1,036.29

（注）期末発行済株式数（連結） 17年3月期 44,990,535 株 16 年 3 月期 44,048,172 株   
       
（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

 キャッシュ・フロー 
投資活動による 
 キャッシュ・フロー 

財務活動による 
 キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 3月期 △8,744  4,921 406  22,712

16 年 3 月期 △2,347  371 △2,400  26,118

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

 連結子会社数 11 社 持分法適用非連結子会社数 ―社 持分法適用関連会社数 ―社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

 連結（新規） ―社 （除外） ―社 持分法（新規） ―社 （除外） 1 社 

２． 18 年 3 月期の連結業績予想 （平成 17 年 4月 1日～平成 18 年 3月 31 日）

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益  

 百万円 百万円 百万円 

中間期 62,000  △1,700  △1,150  
通  期 150,000  1,100  550  

（参考）①1株当たり予想当期純利益（通期） 12 円 22 銭  
     ②予想受注工事高（中間期） 70,000 百万円

     ③予想受注工事高（通期） 152,000 百万円

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 上記業績予想に関する事項につきましては、連結添付資料の５ページをご参照下さい。 
 



 

１．企業集団の状況 
 

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社および子会社１１社で構成され、電気、

空調、水道衛生設備工事の設計、監理および施工を主な事業としております。 

当社グループの事業に係る位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。 

 

（１）当社グループの事業に係る位置づけ 

設備工事業 

  電気・空調・水道衛生設備工事業 

当社が受注した工事のうちの一部については、ダイダンサービス関東㈱、ダイダン

サービス関西㈱、大電工事㈱、㈱大電工事、岡山大電設備㈱、九州大電設備㈱、熊本大

電設備㈱、DAI-DAN PHILIPPINES,INC.に施工を担当させております。また、MERINO 

O.D.D. SDN. BHD.に対して当社は設備機器を販売しております。THAI O.D.D. CO., LTD.

に対して当社は、技術援助を行っております。 

なお、CNA ENGINEERS PTE LTD.は平成１６年１１月に株式を売却したため、関連会

社（持分法適用会社）から除外いたしました。 

  ガス配管工事業 

㈱京ガスは、大阪ガス㈱発注のガス配管工事を施工しており、当社からの発注は僅少

であります。 

 

（２）事業の系統図 

 

 

ダイダン(株)

子会社 
 ダイダンサービス関東（株） 

  ダイダンサービス関西（株） 

 岡山大電設備（株） 

  九州大電設備（株） 

 熊本大電設備（株） 

  DAI-DAN PHILIPPINES，INC. 

電気・空調・水道衛生設備工事 電気設備工事 
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 （株）大電工事 
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 MERINO O.D.D. 
 SDN.BHD. 
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２．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 

当社は、「総合設備工事業者として常に新たな価値の創造に挑戦し、より良い地球環

境の実現と社会の発展に貢献する。」という経営理念を掲げ、顧客のニーズを先取りし

た技術とサービスを提供することにより、企業価値の向上に努めております。また、

産業構造の変化を的確にとらえ、スピードと実行力のある企業経営を行うことにより

活力ある企業を目指しております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、利益配当による株主への利益還元を経営上の最重要施策と考え、健全な財

務体質の構築に努めるとともに、安定的かつ継続的な配当を行うことを基本方針とし

ております。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引下げは、株主利益の視点から検討いたしました結果、株価水準、株主

数、流動性、費用対効果等の観点から、現時点では引下げを実施する状況にはないと

考えておりますが、今後も継続して検討してまいります。 

 

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社は、平成１５年４月から実施しております中期経営計画「チャレンジ ＮＥＷ

－ＤＡＩＤＡＮ ７７」に基づき、経営資源を有効に活用することにより、事業の継

続的な成長のための収益の確保を目指しております。目標とする経営指標は株主資本

営業利益率としております。 

具体的な戦略としては、当社が保有する技術を活用した提案営業による新規顧客の

開拓を強化するとともに、既存顧客との関係をより強化することにより、リニューア

ル工事の更なる受注拡大に取り組んでおります。 

さらに、施工管理体制を強化することにより、安全と品質の確保ならびにコストダ

ウンを実現し、競争力の向上に努めております。 

この一環として、平成１６年１０月１日付で技術本部を施工技術本部と開発技術本

部に分割し、顧客ニーズにきめ細かく対応し、人材を含めた経営資源投入を機動的か

つ効率的に行える体制を整えました。また、新たな調達方法を推進するために、平成

１７年１月１日付で施工技術本部に購買部を設置いたしました。 

環境問題への取り組みとしては、地球温暖化防止を目指す京都議定書が平成１７年

２月に発効されたことを受け、新エネルギー技術への積極的な対応、省資源・省エネ

ルギーなど環境負荷低減に配慮した技術の提供、資源リサイクル、建設廃棄物の削減

等に、よりいっそう努めてまいります。特に、総合設備工事業者としての強みを活か

したＥＳＣＯ事業を強化し、省エネルギー提案を推進しております。
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また、全社情報システムの活用により、現場での生産性の向上および業務間の情報

共有を図るとともに、間接業務の集約化・効率化による経費の削減を推進しておりま

す。 

人事制度においては、平成１７年４月より成果および役割重視型の給与体系に改正

し、公正な処遇を通し、組織の活性化と人材の有効活用を進めております。 

 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社は、コンプライアンスの徹底を図るとともに、経営環境の厳しい変化に対応す

るために、経営の重要課題について、迅速かつ的確な意思決定と業務執行を行うべく、

コーポレート・ガバナンス体制の充実に努めてまいります。 

 
      当社は、適正で効率的な経営を確保するため監査役制度を採用し、以下のような経
営組織を有効に機能させております。 
・取締役会 
取締役会は毎月１回、その他必要に応じて開催し、経営審議会での審議事項を含め

経営にかかわる重要事項等に関する決定を行うと同時に、業務の執行状況に関する監

督を行っております。 
・監査役会 
監査役４名（うち社外監査役２名）は、取締役会に先立ち監査役会を開催し、取締

役会審議事項を精査し、取締役会に出席のうえ意見を提言することを常態としており

ます。 
・経営審議会 
経営審議会は、取締役会において選任された取締役からなる基本メンバーと、審議

内容に応じて選任される臨時メンバーにより、当社およびグループ会社の経営方針や

施策の立案と進捗状況の確認について幅広く検討を行うとともに、経営戦略および経

営全般にわたる重要事項について審議し、必要に応じて取締役会に上程しております。 
  ・支店長会議 
      全社的業務執行の統一を図るために毎月開催し、経営方針や施策の説明を行うと同
時に、各事業所における業務遂行状況の確認及び諸問題を討議し、すみやかな解決を

図っております。 
 
      当社の内部統制は、職務権限規程により各部門および職制についての職務権限を明
確にし、相互牽制を図っております。 

      内部検査体制につきましては、社長直轄の内部検査室が当社およびグループ会社の
業務検査および会計検査を実施することにより、会社の財産および業務の遂行状況を

適正に把握し、業務の効率化、改善を図っております。 
監査役は、取締役会に出席するとともに、本部および事業所、子会社への実地調査

を行うなど、当社の業務執行全般を厳正に監査しております。 
    会計監査は、会計監査人として選任しているあずさ監査法人から、一般に公正妥当
と認められる基準に基づく適正な監査をうけております。業務を執行した公認会計士



 
は、同監査法人に所属する三和彦幸（継続監査年数４年）、宮原正弘（同２年）です。 

      なお、当期におけるあずさ監査法人に対する報酬は、監査契約に基づく監査証明に
係る報酬３３百万円、その他の報酬１百万円、合計３４百万円であります。 

 

３．経営成績及び財政状態 

 

（１）当期の概況 

      当期におけるわが国経済は、海外経済の減速や原油価格の高騰、情報化関連製品の

生産・在庫調整といった懸念材料はあるものの回復傾向が続いており、企業収益も堅

調に増加してきております。 
そのような中で、建設業界においては、製造業等の好況な企業に牽引された民間設

備投資は増加傾向にありますが、公共投資の大幅減少が続いており、建設投資の総量

縮小による競争の激化もあって、引き続き厳しい状況が続きました。 

このような状況のもとで、当社グループはグループ各社一丸となって、受注と利益

の確保に最大限の努力を傾注した結果、当期における連結業績は次のとおりとなりま

した。 

連結受注工事高は、前連結会計年度比４．１％増の１，５１４億８千１百万円、完

成工事高につきましては、前連結会計年度比０．９％増の１，５６１億７千５百万円

となりました。 

利益面につきましては、営業利益は前連結会計年度比１３．６％減の１３億９千１

百万円、経常利益は前連結会計年度比４．４％増の１４億１千２百万円となりました。

当期純利益は前連結会計年度比３３．４％増の７億６千６百万円となりました。 

 

（２）財政状態 
キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、前連結会計年度

末に比べて３４億５百万円（１３．０％）減少し、２２７億１千２百万円となりまし

た。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度における営業活動に係る資金収支は、工事関連資金の立替により、

８７億４千４百万円の資金の減少となりました。前連結会計年度が２３億４千７百万

円の減少であったことに比べ、差引６３億９千７百万円の減少となりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 当連結会計年度における投資活動に係る資金収支は、信託受益権の償還、投資有

価証券および固定資産の売却等により、４９億２千１百万円の資金の増加となりま

した。前連結会計年度が３億７千１百万円の増加であったことに比べ、差引４５億

４千９百万円の増加となりました。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度における財務活動に係る資金収支は、配当金の支払額７億９百万

円、自己株式の売却による収入５億５千万円および借入金の新規借入れによる収入

が返済による支出を６億４百万円上回ったこと等により、４億６百万円の資金の増

加となりました。前連結会計年度が２４億円の資金の減少であったことに比べ、差

引２８億６百万円の増加となりました。 
 

    キャッシュ・フロー指標群のトレンド 

 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期

株主資本比率 28.5%  30.1%  31.8%  35.2%   33.8%  

時価ベースの株主資本比率 12.5%  13.5%  14.2%  21.6%   26.3%  

債務償還年数 7.2年 －  2.0年 －   －  

インタレスト・カバレッジ・レシオ 7.5倍 －  27.1倍 －   －  

    株主資本比率   ： 株主資本／総資産 

    時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

    債務償還年数   ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

    ※  各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

    ※  営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキ

ャッシュ・フロー（利払いおよび法人税等控除前）を使用しております。有利子

負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全ての

負債を対象としております。また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計

算書の利息支払額を使用しております。 

 

（３）次期の見通し 

建設業界におきましては、民間の設備投資は引き続き増加傾向にあるものの、増

加には鈍化がみられ、公共投資が依然として減少傾向にあることから、建設投資全

体の動きは鈍く、厳しい環境が続くものと予測されます。 

当社グループの次期の予想といたしましては、連結受注工事高は１，５２０億円、

完成工事高は１，５００億円、経常利益は１１億円、当期純利益は５億５千万円を

見込んでおります。 

 

（４）事業等のリスク 

        当社グループの事業に関し、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリ

スクは以下のようなものがあります。なお、当社グループは、これらのリスクの発

生の可能性を認識した上で、発生の未然の防止および発生した場合の対応に努める

所存であります。 

      ①  災害および事故 

            当社グループは安全を第一として施工するとともに、品質管理にも万全を期

しておりますが、予期せぬ施工中の災害または事故等により、損害賠償、かし
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担保責任等が発生する可能性があり、業績に影響を与える可能性があります。 

      ②  債権の貸し倒れ 

            顧客の収益または財政状態の急激な悪化によっては、当社グループが保有す

る売掛債権等の一部について回収不能となる可能性があります。 

      ③  カントリーリスクおよび為替の変動 

            当社グループの海外事業は、東南アジアを中心に展開しており、テロ、政情

不安の発生、市況の悪化および為替の変動により、業績に影響を及ぼす可能性

があります。 
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4.  連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表  

（単位：百万円） 
当連結会計年度末 

（平成 17年 3月 31日） 
前連結会計年度末 

（平成 16年 3月 31日） 
期別 

 
科目 金額 構成比 金額 構成比 

増減 

（資産の部） 
流動資産 

 ％  ％  

現金及び預金 22,739  26,155  △3,415 
受取手形及び完成工事未収入金 58,646  48,139  10,507 
有価証券 100  100  0 
信託受益権 －  2,655  △2,655 
未成工事支出金等 25,319  21,307  4,012 
繰延税金資産 915  704  211 
その他 7,294  7,088  205 
貸倒引当金 △251  △219  △32 

流動資産合計 114,764 84.1 105,931 81.6 8,832 
固定資産      
有形固定資産      
建物及び構築物 2,876  3,249  △372 
機械装置及び運搬具 42  56  △13 
工具器具及び備品 146  153  △6 
土地 1,920  2,049  △128 

有形固定資産合計 4,986  5,508  △521 
無形固定資産      
連結調整勘定 3  1  2 
その他 856  1,241  △385 

無形固定資産合計 860  1,242  △382 
投資その他の資産      
投資有価証券 11,407  12,184  △776 
長期貸付金 129  182  △52 
繰延税金資産 1,572  1,990  △418 
その他 3,664  4,537  △872 
貸倒引当金 △845  △1,729  884 

投資その他の資産合計 15,928  17,165  △1,236 
固定資産合計 21,776 15.9 23,916 18.4 △2,140 
資産合計 136,540 100.0 129,848 100.0 6,692 
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（単位：百万円） 
当連結会計年度末 

（平成 17年 3月 31日） 
前連結会計年度末 

（平成 16年 3月 31日） 
期別 

 
科目 金額 構成比 金額 構成比 

増減 

（負債の部） 
流動負債 

 ％  ％  

支払手形及び工事未払金 56,525  49,331  7,194 
短期借入金 8,496  8,387  109 
未払法人税等 915  395  520 
未成工事受入金 12,316  13,990  △1,673 
完成工事補償引当金 76  76  0 
工事損失引当金 592  －  592 
その他 4,427  5,403  △976 

流動負債合計 83,350 61.0 77,584 59.7 5,766 
固定負債      
長期借入金 3,264  2,768  495 
退職給付引当金 3,216  3,278  △61 
役員退職慰労引当金 470  465  4 
その他 3  12  △9 

固定負債合計 6,954 5.1 6,525 5.0 428 
負債合計 90,305 66.1 84,110 64.7 6,194 

（少数株主持分）      
少数株主持分 119 0.1 91 0.1 28 

（資本の部）      
資本金 4,479 3.3 4,479 3.4 － 
資本剰余金 4,782 3.5 4,716 3.7 66 
利益剰余金 35,112 25.7 35,056 27.0 56 
その他有価証券評価差額金 2,264 1.7 2,327 1.8 △63 
為替換算調整勘定 △44 △0.0 △8 △0.0 △35 
自己株式 △478 △0.4 △925 △0.7 446 

資本合計 46,115 33.8 45,646 35.2 469 
負債、少数株主持分及び資本合計 136,540 100.0 129,848 100.0 6,692 
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（２）連結損益計算書  

（単位：百万円） 
当連結会計年度 

平成 16年 4月  1日から 
平成 17年 3月 31日まで 

前連結会計年度 
平成 15年 4月  1日から 
平成 16年 3月 31日まで 

期別 
 
科目 

金額 比率 金額 比率 

増減 

  ％  ％  
完成工事高 156,175 100.0 154,832 100.0 1,343 
完成工事原価 144,316 92.4 142,096 91.8 2,220 

完成工事総利益 11,859 7.6 12,736 8.2 △876 
販売費及び一般管理費 10,468 6.7 11,126 7.2 △657 

営業利益 1,391 0.9 1,609 1.0 △218 
営業外収益 (285) 0.2 (280) 0.2 (5) 
受取利息 15  28  △13 
受取配当金 120  102  17 
不動産賃貸料 －  60  △60 
保険金収入 －  60  △60 
為替差益 73  －  73 
連結調整勘定償却額 2  2  － 
持分法による投資利益 15  －  15 
その他 58  25  32 

営業外費用 (264) 0.2 (537) 0.3 (△272) 
支払利息 229  223  5 
支払保証料 25  39  △14 
為替差損 －  202  △202 
持分法による投資損失 －  66  △66 
その他 10  5  4 
経常利益 1,412 0.9 1,352 0.9 59 

特別利益 (995) 0.6 (1,137) 0.7 (△142) 
固定資産売却益 324  40  283 
投資有価証券売却益 671  1,027  △356 
厚生年金基金脱退益 －  28  △28 
債務保証損失引当金戻入益 －  41  △41 

特別損失 (401) 0.2 (444) 0.3 (△42) 
固定資産売却損 134  35  99 
固定資産除却損 118  19  99 
投資有価証券売却損 2  －  2 
投資有価証券評価損 8  45  △36 
ゴルフ会員権等評価損 109  24  85 
貸倒引当金繰入額 －  320  △320 
その他 28  －  28 

税金等調整前当期純利益 2,006 1.3 2,046 1.3 △40 
法人税、住民税及び事業税 981 0.6 466 0.3 514 
法人税等調整額 227 0.2 967 0.6 △740 
少数株主利益 30 0.0 37 0.0 △6 
当期純利益 766 0.5 574 0.4 191 
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（３）連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 
当連結会計年度 前連結会計年度 

平成 16年 4月 1日から 平成 15年 4月 1日から 
平成 17年 3月 31日まで 平成 16年 3月 31日まで 

期別 
 
科目 

金額 金額 
（資本剰余金の部）     
資本剰余金期首残高  4,716  4,716 
資本剰余金増加高 
 自己株式処分差益 

 
66 

 
66 

 
－ 

 
－ 

資本剰余金期末残高  4,782  4,716 
     
（利益剰余金の部）     
利益剰余金期首残高  35,056  35,201 
利益剰余金増加高     
当期純利益 766 766 574 574 

利益剰余金減少高     
株主配当金 709  719  
役員賞与金 1 710 － 719 

利益剰余金期末残高  35,112  35,056 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 
平成 16年 4月 1日から 平成 15年 4月 1日から 
平成 17年 3月 31日まで 平成 16年 3月 31日まで 

期別 

 

科目 
金額 金額 

I. 営業活動によるキャッシュ・フロー     
税金等調整前当期純利益 2,006  2,046  
減価償却費 392  431  
連結調整勘定償却額 △2  △2  
貸倒引当金の増減額 △778  707  
退職給付引当金・役員退職慰労引当金の増減額 △170  △404  
受取利息及び受取配当金 △135  △131  
支払利息 229  223  
持分法による投資損益 △15  66  
投資有価証券評価損 8  45  
投資有価証券売却損益 △668  △1,027  
固定資産売却損益 △189  △5  
固定資産除却損 118  19  
売上債権の増減額 △9,998  1,494  
未成工事支出金の増減額 △4,018  3,945  
仕入債務の増減額 7,194  △4,879  
未成工事受入金の増減額 △1,673  △2,786  
その他 △434  △1,814  

小計 △8,136  △2,071  
利息及び配当金受取額 136  131  
利息支払額 △222  △223  
法人税等の支払額 △522  △184  

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,744  △2,347  
II. 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出 △0  △0  
定期預金の払戻による収入 10  10  
有価証券の取得による支出 △99  △1,098  
有価証券の売却による収入 99  1,098  
信託受益権の取得による支出 △534  △2,655  
信託受益権の償還による収入 3,196  －  
有形固定資産の取得による支出 △27  △153  
有形固定資産の売却による収入 544  31  
投資有価証券の取得による支出 △246  △119  
投資有価証券の売却による収入 1,677  2,249  
貸付による支出 △40  △201  
貸付の回収による収入 67  273  
その他の固定資産の取得による支出 △187  △275  
その他の固定資産の売却による収入 461  1,212  

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,921  371  
III. 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入 29,070  20,005  
短期借入金の返済による支出 △28,280  △19,908  
長期借入れによる収入 4,100  3,500  
長期借入金の返済による支出 △4,286  △4,756  
自己株式の取得による支出 △37  △519  
自己株式の売却による収入 550  －  
配当金の支払額 △709  △720  
少数株主への配当金支払額 △0  △0  

財務活動によるキャッシュ・フロー 406  △2,400  
IV. 現金及び現金同等物に係る換算差額 11  △158  
V. 現金及び現金同等物の増減額 △3,405  △4,534  
VI. 現金及び現金同等物の期首残高 26,118  30,653  
VII. 現金及び現金同等物の期末残高 22,712  26,118  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
1. 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数 11社 
主要な連結子会社の名称 
「1.企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。 

  
2. 持分法の適用に関する事項 
 前連結会計年度まで持分法を適用していたCNA ENGINEERS PTE LTD.は平成 16年

11月に全株式を売却したため、当連結会計年度の上半期まで持分法を適用し、下半期期首
において持分法の適用の範囲から除外しております。 
なお、その他に持分法を適用した非連結子会社又は関連会社はありません。 

  
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
 連結子会社のうち、MERINO O.D.D.SDN.BHD. 、THAI O.D.D.CO.,LTD. 及び

DAI-DAN PHILIPPINES,INC. の決算日は１２月３１日であります。 
連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
  
4. 会計処理基準に関する事項 

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
 ① 有価証券  

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 
その他有価証券  
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 
 （評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

② デリバティブ 時価法 
③ たな卸資産  

未成工事支出金 個別法に基づく原価法 
材料貯蔵品 移動平均法に基づく低価法  

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 ① 有形固定資産  

当社及び国内連結子会社  
建物 （附属設備を除く） 定額法 
その他 定率法 
在外連結子会社       定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物及び構築物 15～50 年 

② 無形固定資産 定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（5 年）に基づく定額法を採用しております。 
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(３) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 
完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 
② 完成工事補償引当金 

完成工事に対するかし担保補償の目的をもって設定したもので、補償対象工事に対

し、過去の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。 
③ 工事損失引当金 
   手持受注工事の将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その金額

を合理的に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上しております。 
（会計方針の変更） 
手持受注工事に係る予定損失について、従来は未成工事支出金の減額処理をしており

ましたが、工事損失引当金を計上する会計処理が広く一般に採用されるようになってき

たことから、連結貸借対照表上、明瞭に表示するため、当連結会計年度から工事損失引

当金として連結貸借対照表の負債の部（流動負債）に計上する方法へ変更しております。

この変更による当連結会計年度の損益に与える影響はありません。 
なお、前連結会計年度に未成工事支出金から減額している金額は 569 百万円であり
ます。 

④ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理することとし、過去勤務債務は、その発生年度に一括処理

しております。 
（会計方針の変更） 
「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 3号平成 17年 3月 16
日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第 7号平成 17年 3月 16日）が平成 17年 3月 31日に終了する連結会計年度か
ら適用できることになったため、当連結会計年度から同会計基準及び同適用指針を適用

し、従来の未認識年金資産の会計処理の方法を変更しております。これにより営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は 166百万円増加しております。 
⑤ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を引当計上して

おります。 
(４) 重要なリース取引の処理方法 

 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(５) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法       繰延ヘッジ処理を採用しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 
ヘッジ対象 非上場株式の受取配当金 
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③ ヘッジ方針 

非上場株式の受取配当金については、当該株式の配当金が市場金利を基礎として決

定されることから、市場金利の変動による受取配当金の変動リスクを回避するため、

デリバティブ取引を利用しております。 
なお、投機目的によるデリバティブ取引は、行わない方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比率分析する方法により行っております。 
 
(６) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 ① 完成工事高の計上基準 
工事完成基準によっております。なお、一部の工事について、法人税法に規定す

る延払基準を適用しており、未回収額に対応する利益相当額を完成工事原価に算

入して、利益を繰延べる方法によっております。また、在外連結子会社は工事進行

基準によっております。 
繰延利益控除額 37百万円 
繰延利益実現額 12百万円 

差 引 24百万円 
② 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

  
5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
  
6. 連結調整勘定の償却に関する事項 
 連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 
  
7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処

分に基づき作成しております。 
  
8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要

求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する定期預金及び満期日または償還

日等の定めのない容易に換金可能であり、価格変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。 
  
（表示方法の変更） 
 連結損益計算書関係 
   営業外収益の「不動産賃貸料」（当連結会計年度 8百万円）及び「保険金収入」（当
連結会計年度 1百万円）は、当連結会計年度において、金額的重要性が乏しくなった
ため、「その他」に含めております。 
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注記事項 
 
（連結貸借対照表関係） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,813 百万円 4,962 百万円 
2. 受取手形裏書譲渡高 18 百万円 37 百万円 
3. 発行済株式総数 普通株式 45,963,803 株 45,963,803 株 
4. 自己株式の保有数 
連結会社が保有する

自己株式数 

 
普通株式 

 
973,268 

 
株 

 
1,915,631 

 
株 

5. 関連会社の株式等 
投資有価証券 

 
－ 

 
 

 
458 

 
百万円 

6. 担保資産及び担保付債務 
(１) 担保に供している資産 
定期預金 
投資有価証券 

(２) 上記に対応する債務 
工事未払金 
１年内返済予定長期借入金 
長期借入金 
出資会社の債務 
（うち当社出資割合相当分） 
 

 
 

27 
1,007 

 
245 
361 
379 
676 

(135) 

 
 
百万円 
 
 
百万円 
 

 
 

27 
1,858 

 
88 

491 
197 
－ 

(－) 
 

 
 
百万円 
 
 
百万円 

 
（連結損益計算書関係） 
1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
従業員給料手当 3,464 百万円 3,549 百万円 
退職給付費用 434  227  
役員退職慰労引当金繰入額 79  85  
電算費 1,206  1,389  
通信交通費 916  1,026  
貸倒引当金繰入額 35  426  
減価償却費 377  415  
     

2. 研究開発費の総額 419 百万円 488 百万円 
（内訳）     

販売費及び一般管理費 419  488  
     

3. ゴルフ会員権等評価損に含まれる
貸倒引当金繰入額   

 
67 

 
百万円 

 
23 

 
百万円 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
現金預金勘定 22,739 百万円 26,155 百万円 
有価証券勘定 100  100  
計 22,840  26,255  

預入期間が３か月を超える定期預金 △27  △37  
追加型公社債投資信託以外の有価証券 △100  △100  
現金及び現金同等物 22,712  26,118  

 
 
（リース取引関係） 
当社では、証券取引法第 27条の 30の 6の規定に基づき電子開示手続きを行っております
ので、記載を省略しております。 
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5. 有価証券 

（当連結会計年度） 
 
1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 17年 3月 31日） 

（単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時価 差額 
（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）   
社債 200  201  1  

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）     
 －  －  －  

合計 200  201  1  
       
2. その他有価証券で時価のあるもの（平成 17年 3月 31日） 

（単位：百万円） 
 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）     
株式 4,063  8,060  3,996  
債券       
社債 2  3  1  

小計 4,066  8,064  3,997  
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）     
株式 634  474  △160  

合計 4,701  8,538  3,837  
 

3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 16年 4月 1日至平成 17年 3月 31日） 
（単位：百万円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
 1,231  671  1 

 
4. 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 17年 3 月 31 日）  
（１）満期保有目的の債券   

非上場外国債券 0 百万円 
割引金融債 99  

（２） その他有価証券   
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,668 百万円 

 
5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 17年 3月 31日） 

（単位：百万円） 
 1年以内 1年超 5年以内 5年超 10年以内 10年超 

（満期保有目的の債券）         
社債 100  200  －  －  

（その他有価証券）         
債券         
社債 －  2  －  －  
合計 100  202  －  －  
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（前連結会計年度） 
 
1.  満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 16年 3月 31日） 

（単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時価 差額 
（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）   
社債 200  201  1  

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）     
 －  －  －  

合計 200  201  1  
       
2. その他有価証券で時価のあるもの（平成 16年 3月 31日） 

（単位：百万円） 
 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）     
株式 3,794  7,978  4,183  
債券       
社債 2  3  0  

小計 3,797  7,981  4,183  
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）     
株式 1,093  854  △238  

合計 4,890  8,835  3,945  
（注）その他有価証券で時価のあるものについて、6百万円減損処理を行っております。 

 
3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 15年 4月 1日 至平成 16年 3月 31日）  

（単位：百万円） 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 2,800  1,027  － 
 
4. 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 16年 3 月 31 日）  
（１）満期保有目的の債券   

非上場外国債券 0 百万円 
割引金融債 99  

（２）その他有価証券   
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,690 百万円 

 
5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成 16年 3月 31日）  

（単位：百万円） 
 1年以内 1年超 5年以内 5年超 10年以内 10年超 

（満期保有目的の債券）         
社債 100  200  －  －  

（その他有価証券）         
債券         
社債 －  2  －  －  
合計 100  202  －  －  
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6. デリバティブ取引関係 
 
当社では、証券取引法第 27条の 30の 6の規定に基づき電子開示手続きを行っております
ので、記載を省略しております。 
 
 
 
 

7. 退職給付関係 

 
1. 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度である企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。 
国内連結子会社は、退職一時金制度を採用している他、適格退職年金制度等の退職

給付制度を採用しております。 
 
 
2. 退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 
 当連結会計年度末 前連結会計年度末 
イ. 退職給付債務 △15,787  △15,736  
ロ. 年金資産 13,485  13,487  
ハ. 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △2,302  △2,248  
ニ. 未認識年金資産（注 1） －  △1,662  
ホ. 未認識数理計算上の差異 1,683  3,152  
ヘ. 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △618  △758  
ト. 前払年金費用 2,597  2,519  
チ. 退職給付引当金（ヘ－ト）（注 2） △3,216  △3,278  

 
（注） (１) 当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第

3号平成 17年 3月 16日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する
適用指針」（企業会計基準適用指針第 7号平成 17年 3月 16日）を適用し、未認識
年金資産の会計処理の方法を変更しております。この変更により、前連結会計年度

に発生した未認識年金資産を当連結会計年度期首に発生した未認識数理計算上の

差異とみなし、当連結会計年度より償却処理しております。 
 (２) 国内連結子会社は、退職一時金に係る退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採

用しております。 
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3. 退職給付費用に関する事項 
（単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
イ. 勤務費用 （注 1） 494  513  
ロ. 利息費用 308  449  
ハ. 期待運用収益 △241  △166  
ニ. 数理計算上の差異の費用処理額 217  376  
ホ. 過去勤務債務の費用処理額（注 2） －  △1,730  
ヘ. 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 779  △557  
ト. 厚生年金基金脱退益 －  △28  
       計 779  △585  

 
（注） (１) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ.勤務費用」に計上し

ております。 
 (２) 前連結会計年度に退職給付制度全般について改訂を行ったことにより、過去勤

務債務（債務の減額）が発生しておりますが、前連結会計年度に一括処理して

おります。 
 

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
イ. 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 
ロ. 割引率 2.0％ 同左 
ハ. 期待運用収益率 3.0％ 同左 
ニ. 過去勤務債務の額の処理年数 発生年度に一括処理 同左 

ホ. 数理計算上の差異の処理年数 

10年（発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の

一定年数による定額法に

より、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処

理） 

同左 

 

 

 

 

 

 

 



 

 21

８．税効果会計関係 

 
 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 
当連結会計年度末 前連結会計年度末 

（繰延税金資産）  （繰延税金資産）  
退職給付引当金繰入超過額 3,447 退職給付引当金繰入超過額 3,384 
土地・建物評価損否認 1,131 土地・建物評価損否認 1,257 
工事損失引当金 242 未成工事支出金評価減否認 233 
賞与引当金 377 貸倒引当金繰入超過額 301 
役員退職慰労引当金否認 192 役員退職慰労引当金否認 190 
ゴルフ会員権等評価損否認 55 ゴルフ会員権等評価損否認 116 
その他 613 その他 843 

繰延税金資産小計 6,060 繰延税金資産小計 6,327 
評価性引当額 △147 評価性引当額 △156 
繰延税金資産合計 5,913 繰延税金資産合計 6,170 

    
（繰延税金負債）  （繰延税金負債）  
退職給付信託設定益認容 △1,656 退職給付信託設定益認容 △1,661 
未成工事支出金に含まれる交際費 △65 未成工事支出金に含まれる交際費 △68 
有価証券評価差額金 △1,573 有価証券評価差額金 △1,617 
固定資産圧縮積立金 △63 固定資産圧縮積立金 △66 
その他 △65 その他 △61 

繰延税金負債合計 △3,425 繰延税金負債合計 △3,475 
繰延税金資産の純額 2,488 繰延税金資産の純額 2,695 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき
の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
当連結会計年度 前連結会計年度 

法定実効税率 41.0 ％ 法定実効税率 42.0 ％ 
（調整）   （調整）   
交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
18.5  交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
23.3  

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 
△1.8  受取配当金等永久に益金に算

入されない項目 
△1.8  

住民税等均等割 4.1  住民税等均等割 3.9  
税効果不適用としたその他の

申告調整額 
△1.8  税効果不適用としたその他の

申告調整額 
1.2  

その他 1.0  その他 1.5  
      
税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
61.0  税効果会計適用後の法人税等

の負担率 

70.1  
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９．セグメント情報 

 
1. 事業の種類別セグメント情報 
当連結会計年度（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）及び 

前連結会計年度（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 

当社グループは、設備工事業を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がないた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。 

 

2. 所在地別セグメント情報 
当連結会計年度（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）及び 

前連結会計年度（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が 90%を超えているため、

所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
3. 海外売上高 
当連結会計年度（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日）及び 

前連結会計年度（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 

海外売上高が連結売上高の１０%未満のため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 
 
 
 

10．関連当事者との取引 

 
該当事項はありません。  
 
 
 
 
 
 



 

平成１７年３月期   個別財務諸表の概要 
 

平成 17 年 5月 19 日 

上 場 会 社 名 ダイダン株式会社 
 上場取引所 東 大

コード番号 1980  本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.daidan.co.jp/）  大阪府 

代 表 者 役職名 取締役社長 

 氏 名 安藤 壽一 

問合せ先責任者 役職名 取締役業務本部長  

 氏 名 多島 剛 TEL（06）6441-8231 

決算取締役会開催日  平成 17 年 5月 19 日  中間配当制度の有無  有 
配当支払開始予定日  平成 17 年 6月 30 日  定時株主総会開催日  平成 17 年 6月 29 日  

単元株制度採用の有無      有（１単元 1,000株）    
 
１． 17 年 3 月期の業績 （平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 
（１）経営成績  （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17 年 3 月期 150,163 △0.9 1,406 △7.9 1,413 6.0 

16 年 3 月期 151,458 △5.4 1,527 △23.6 1,333 △19.2 

 
 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 1株  

当たり当期純利益 
株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円 ％   円 銭  円 銭 ％ ％ ％

17 年 3月期 728 26.9 16.35 ― 1.6 1.1 0.9

16 年 3 月期 574 △32.5 12.79 ― 1.3 1.0 0.9

（注）①期中平均株式数 17 年 3 月期 44,579,852 株 16 年 3 月期 44,903,425 株   
   ②会計処理の方法の変更 有  
   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）配当状況 

１株当たり年間配当金  配当性向 株主資本  
 中間 期末 

配当金総額 
（年間）  配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

17 年 3 月期 16.00 5.00 11.00 720 97.9 1.6 

16 年 3 月期 16.00 5.00 11.00 709 125.1 1.6 

（注）17 年 3 月期期末配当金の内訳   特別配当  6 円 00 銭 

 
（３）財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

17 年 3月期 133,755  45,921 34.3  1,020.40

16 年 3 月期 128,495  45,454 35.4  1,031.61

（注）①期末発行済株式数 17 年 3 月期 45,003,495株 16 年 3 月期 44,061,132 株   
（注）②期末自己株式数 17 年 3 月期 960,308 株 16 年 3 月期 1,902,671 株   
       
２． 18 年 3 月期の業績予想 （平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 1株当たり年間配当金

       中間 期末  
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 60,000  △1,650  △1,100  5.00 － － 

通  期 145,000  1,000  500  － 11.00 16.00

（参考）①1株当たり予想当期純利益（通期） 11円11銭  
（参考）②予想受注工事高（中間期） 68,000 百万円

（参考）③予想受注工事高（通期） 147,000 百万円

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
  上記業績予想に関する事項につきましては、連結添付資料の５ページをご参照下さい。 
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11.  個別財務諸表等 
（１）貸借対照表  

（単位：百万円） 
当期末 

（平成 17年 3月 31日） 
前期末 

（平成 16年 3月 31日） 
期別 

 
科目 金額 構成比 金額 構成比 

増減 

（資産の部） 
流動資産 

 ％  ％  

現金預金 21,896  25,404  △3,508 
受取手形 9,475  8,900  575 
完成工事未収入金 46,647  38,200  8,446 
有価証券 100  100  0 
信託受益権 －  2,655  △2,655 
未成工事支出金 25,068  20,857  4,211 
材料貯蔵品 14  20  △6 
短期貸付金 431  384  47 
立替金 1,962  2,014  △52 
前払年金費用 2,597  2,519  78 
繰延税金資産 912  701  210 
その他流動資産 2,965  2,747  217 
貸倒引当金 △278  △256  △22 

流動資産合計 111,795 83.6 104,251 81.1 7,543 
固定資産      
有形固定資産      
建物・構築物 2,856  3,227  △371 
機械・運搬具 32  42  △10 
工具器具・備品 140  145  △4 
土地 1,862  1,991  △128 
有形固定資産合計 4,892  5,407  △515 
無形固定資産      
借地権 71  71  － 
ソフトウェア 743  1,093  △349 
電話加入権 －  74  △74 
その他 38  －  38 
無形固定資産合計 853  1,239  △385 
投資その他の資産      
投資有価証券 11,406  11,725  △318 
関係会社株式 291  836  △545 
長期貸付金 189  298  △109 
保証金 604  773  △168 
長期保険掛金 981  984  △3 
繰延税金資産 1,572  1,967  △395 
その他投資等 2,008  2,733  △724 
貸倒引当金 △839  △1,724  884 
投資その他の資産合計 16,214  17,596  △1,382 

固定資産合計 21,960 16.4 24,243 18.9 △2,282 
資産合計 133,755 100.0 128,495 100.0 5,260 
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（単位：百万円） 

当期末 
（平成 17年 3月 31日） 

前期末 
（平成 16年 3月 31日） 

期別 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比 

増減 

（負債の部） 
流動負債 

 ％  ％  

支払手形 10,900  17,603  △6,702 
工事未払金 43,490  31,235  12,255 
短期借入金 5,303  4,512  790 
1年内返済予定長期借入金 3,193  3,874  △681 
未払金 463  737  △274 
未払法人税等 897  392  505 
未払費用 999  974  25 
未成工事受入金 12,609  13,980  △1,370 
預り金 1,873  2,603  △729 
従業員預り金 688  751  △62 
延払工事繰延利益 50  25  24 
完成工事補償引当金 75  75  － 
工事損失引当金 592  －  592 
その他流動負債 22  23  △1 

流動負債合計 81,159 60.7 76,790 59.7 4,369 
固定負債      
長期借入金 3,264  2,768  495 
退職給付引当金 2,936  3,003  △67 
役員退職慰労引当金 470  465  4 
その他固定負債 3  13  △9 

固定負債合計 6,674 5.0 6,251 4.9 423 
負債合計 87,834 65.7 83,041 64.6 4,792 

（資本の部）      
資本金 4,479 3.3 4,479 3.5 － 
資本剰余金 4,782 3.6 4,716 3.7 66 
資本準備金 4,716  4,716  － 

  その他資本剰余金 66  －  66 
   自己株式処分差益 66  －  66 
利益剰余金 34,868 26.1 34,849 27.1 18 
利益準備金 1,119  1,119  － 
任意積立金 32,495  32,498  △3 
技術開発積立金 580  580  － 
固定資産圧縮積立金 95  98  △3 
別途積立金 31,820  31,820  － 

当期未処分利益 1,253  1,231  22 
その他有価証券評価差額金 2,264 1.7 2,327 1.8 △63 
自己株式 △472 △0.4 △919 △0.7 446 

資本合計 45,921 34.3 45,454 35.4 467 
負債・資本合計 133,755 100.0 128,495 100.0 5,260 
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（２）損益計算書  

（単位：百万円） 
当期 

平成 16年 4月  1日から 
平成 17年 3月 31日まで 

前期 
平成 15年 4月  1日から 
平成 16年 3月 31日まで 

期別 
 
科目 

金額 比率 金額 比率 

増減 

  ％  ％  
完成工事高 150,163 100.0 151,458 100.0 △1,294 

138,705 139,230 △524 完成工事原価 
完成工事総利益 11,457 

92.4 
7.6 12,227 

91.9 
8.1 △769 

10,050 10,699 △648 販売費及び一般管理費 
営業利益 1,406 

6.7 
0.9 1,527 

7.1 
1.0 △121 

営業外収益 (270) 0.2 (278) 0.2 (△7) 
受取利息 13  17  △4 
受取配当金 120  103  17 
その他営業外収益 136  156  △20 
営業外費用 (263) 0.2 (472) 0.3 (△209) 
支払利息 228  223  5 

34 249 △214 その他営業外費用 
経常利益 1,413 

 
0.9 1,333 

 
0.9 80 

特別利益 (995) 0.7 (1,109) 0.7 (△113) 
固定資産売却益 324  40  283 
投資有価証券売却益 671  1,027  △356 
債務保証損失引当金戻入益 －  41  △41 
特別損失 (498) 0.3 (443) 0.3 (54) 
固定資産売却損 134  35  99 
固定資産除却損 118  18  99 
投資有価証券売却損 1  －  1 
関係会社株式売却損 60  －  60 
投資有価証券評価損 8  45  △36 
関係会社株式評価損 38  －  38 
ゴルフ会員権等評価損 109  24  85 
貸倒引当金繰入額 －  320  △320 

28 － 28 その他 
税引前当期純利益 1,910 

 
1.3 1,999 

 
1.3 △88 

法人税、住民税及び事業税 953 0.6 460 0.3 493 
228 964 △735 法人税等調整額 

当期純利益 728 
0.2 
0.5 574 

0.6 
0.4 154 

前期繰越利益 749  881  △131 
225 225 0 中間配当額 

当期未処分利益 1,253 
 

1,231 
 

22 
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（３）利益処分案  

（単位：百万円） 

当期 前期 期別 
 
科目 金額 金額 

増減 

      
当期未処分利益  1,253  1,231 22 
任意積立金取崩額      
固定資産圧縮積立金取崩額 3 3 3 3 － 

合計  1,256  1,234 22 
      

利益処分額      
株主配当金 495 495 484 484 10 
次期繰越利益 
 

 761  749 11 
 

 
（注） 1. 当期は、平成 16年 12月 6日に 225百万円の中間配当を実施しました。 

2. 前期は、平成 15年 12月 8日に 225百万円の中間配当を実施しました。 
 

 
 
 
1 株当たりの配当金 

平成 17年 3月 平成 16年 3月 

年間 中間 期末 年間 中間 期末  

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

普通配当 10.00 5.00 5.00 10.00 5.00 5.00 

特別配当 6.00 － 6.00 6.00 － 6.00 
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重要な会計方針 
 
1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
 (１) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 
(２) 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法に基づく原価法 

(３) その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの 
移動平均法に基づく原価法 

  
2. デリバティブの評価基準及び評価方法 
 時価法 
  
3. たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 (１) 未成工事支出金 

個別法に基づく原価法 
(２) 材料貯蔵品 
移動平均法に基づく低価法 

  
4. 固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産 
建物（附属設備を除く） 

その他 

 
定額法

定率法 

 
 
 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物・構築物 15～50 年 

(２)無形固定資産  定額法  

 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。 

  

5. 引当金の計上基準 
 (１) 貸倒引当金 

完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 
(２) 完成工事補償引当金 
完成工事に対するかし担保補償の目的をもって設定したもので、補償対象工事に対

し、過去の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。 
(３) 工事損失引当金 
  手持受注工事の将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その金額を 
合理的に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上しております。 
（会計方針の変更） 
手持受注工事に係る予定損失について、従来は未成工事支出金の減額処理をしておりま

したが、工事損失引当金を計上する会計処理が広く一般に採用されるようになってきたこ

とから、貸借対照表上、明瞭に表示するため、当期から工事損失引当金として貸借対照表

の負債の部（流動負債）に計上する方法へ変更しております。この変更による当期の損益

に与える影響はありません。 
なお、前期に未成工事支出金から減額している金額は 569百万円であります。 
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(４) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌期から費用処理することとし、過去勤務債務は、その発生年度に一括処理してお

ります。 
（会計方針の変更） 
「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 3 号平成 17 年 3 月 16 日）
及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第 7号平成 17年 3月 16日）が平成 17年 3月 31日に終了する営業年度から適用できること
になったため、当期から同会計基準及び同適用指針を適用し、従来の未認識年金資産の会計

処理の方法を変更しております。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は

166百万円増加しております。 
(５) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を引当計上してお

ります。 
  
6. 完成工事高の計上基準 
 
 

工事完成基準によっております。なお、一部の工事について、法人税法に規定す

る延払基準を適用しており、未回収額に対応する利益相当額を完成工事原価に算入

して、利益を繰延べる方法によっております。 
繰延利益控除額 37百万円 
繰延利益実現額 12百万円 

差 引 24百万円  
  
7. リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 
  
8. ヘッジ会計の方法 
 (１) ヘッジ会計の方法       繰延ヘッジ処理を採用しております。 

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 金利スワップ取引 
ヘッジ対象 非上場株式の受取配当金 

(３) ヘッジ方針 
非上場株式の受取配当金については、当該株式の配当金が市場金利を基礎とし

て決定されることから、市場金利の変動による受取配当金の変動リスクを回避す

るため、デリバティブ取引を利用しております。 
なお、投機目的によるデリバティブ取引は、行わない方針であります。 

(４) ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比率分析する方法により行っております。 
  
9. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（表示方法の変更） 
貸借対照表  

  無形固定資産の「電話加入権」（当期 38百万円）は、当期において、金額的重要性が
乏しくなったため、「その他」に含めております。 

 
注記事項 
 
（貸借対照表関係） 

 当期末 前期末 
1. 固定資産の減価償却累計額 4,610 百万円 4,761 百万円 
     
2. 授権株式数 普通株式 80,000,000 株 80,000,000 株 
発行済株式総数 普通株式 45,963,803 株 45,963,803 株 
      

3. 自己株式の数 普通株式 960,308 株 1,902,671 株 
     
4. 担保資産及び担保付債務 

(１) 担保に供している資産 
投資有価証券 

(２) 上記に対応する債務 
１年内返済予定長期借入金 
長期借入金 
出資会社の債務 
（うち当社出資割合相当分） 

 

 
 

1,007 
 

361 
379 
676 

(135) 

 
 
百万円 

 
 

1,858 
 

491 
197 
－ 

(－) 

 
 
百万円 

5. 保証債務 
連結子会社である 

MERINO O.D.D.SDN.BHD.の受注工

事に対する契約履行保証に伴い、

銀行が保証状を発行したことに

対する保証 
 

 
172 
（6 

RM = 

 
百万円 
百万 RM） 
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ 

 
374 
(13 

RM = 

 
百万円 
百万 RM） 
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ 

6. 配当制限 
商法施行規則第124条第3号に規
定する純資産額 

 
2,264 

 
百万円 

 
2,327 

 
百万円 

 
（損益計算書関係） 

 当期 前期 
1. 固定資産の減価償却実施額 

(１) 有形固定資産 
(２) 無形固定資産 
 

 
136 
247 

 
百万円 

 
148 
273 

 
百万円 

2. ゴルフ会員権等評価損に含まれる
貸倒引当金繰入額 

67 百万円 23 百万円 

 
（リース取引関係） 
 
当社では、証券取引法第 27条の 30の 6の規定に基づき電子開示手続きを行っております
ので、記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 
 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
 
（税効果会計関係） 
 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 
当期 前期 

（繰延税金資産）  （繰延税金資産）  
退職給付引当金繰入超過額 3,417 退職給付引当金繰入超過額 3,368 
土地・建物評価損否認 1,131 土地・建物評価損否認 1,257 
工事損失引当金 242 未成工事支出金評価減否認 233 
賞与引当金 356 貸倒引当金繰入超過額 300 
役員退職慰労引当金否認 192 役員退職慰労引当金否認 190 
ゴルフ会員権等評価損否認 55 ゴルフ会員権等評価損否認 116 
その他 513 その他 678 

繰延税金資産小計 5,909 繰延税金資産小計 6,144 
評価性引当額 － 評価性引当額 － 

繰延税金資産合計 5,909 繰延税金資産合計 6,144 
    
（繰延税金負債）  （繰延税金負債）  
退職給付信託設定益認容 △1,656 退職給付信託設定益認容 △1,661 
未成工事支出金に含まれる交際費 △65 未成工事支出金に含まれる交際費 △68 
有価証券評価差額金 △1,573 有価証券評価差額金 △1,617 
固定資産圧縮積立金 △63 固定資産圧縮積立金 △66 
その他 △65 その他 △61 

繰延税金負債合計 △3,424 繰延税金負債合計 △3,475 
繰延税金資産の純額 2,484 繰延税金資産の純額 2,669 

 
 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき
の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
当期 前期 

法定実効税率 41.0 ％ 法定実効税率 42.0 ％ 
（調整）   （調整）   
交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
19.1  交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
23.8  

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△1.9  受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△1.8  

住民税等均等割 4.1  住民税等均等割 3.9  
税効果不適用としたその他の申

告調整額 
△1.6  税効果不適用としたその他の申

告調整額 

2.9  

その他 0.9  その他 0.5  
      
税効果会計適用後の法人税等の

負担率 61.6  税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
71.3  
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12.  部門別受注工事高・完成工事高・繰越工事高
 

 
 

   （単位：百万円） 

当 期 前 期 

平成 16 年 4 月 1 日 から 平成 15 年 4 月 1 日 から 

平成 17 年 3 月 31 日まで 平成 16 年 3 月 31 日まで 

増 減 

 

金 額 構成比％ 金 額 構成比％ 金 額 ％ 

電 気 工 事 30,468 20.7 28,977 20.6 1,490 5.1 
空 調 工 事 80,645 54.7 75,933 53.8 4,711 6.2 
水道衛生工事 36,232 24.6 36,117 25.6 115 0.3 
合 計 147,346 100.0 141,029 100.0 6,317 4.5 

（官庁工事） 26,600 18.0 35,009 24.8 △8,409 △24.0 
（民間工事） 120,746 82.0 106,019 75.2 14,726 13.9 
       
更 新 工 事 47,562 32.3 48,629 34.5 △1,067 △2,2 

受
注
工
事
高 

海 外 工 事 7,955 5.4 9,904 7.0 △1,949 △19.7 
電 気 工 事 28,592 19.0 32,577 21.5 △3,984 △12.2 
空 調 工 事 83,057 55.3 80,268 53.0 2,788 3.5 
水道衛生工事 38,514 25.7 38,612 25.5 △98 △0.3 
合 計 150,163 100.0 151,458 100.0 △1,294 △0.9 

（官庁工事） 30,215 20.1 41,739 27.6 △11,523 △27.6 
（民間工事） 119,947 79.9 109,718 72.4 10,229 9.3 
       
更 新 工 事 48,800 32.5 51,219 33.8 △2,418 △4.7 

完
成
工
事
高 

海 外 工 事 7,203 4.8 7,925 5.2 △722 △9.1 
電 気 工 事 24,490 18.9 22,614 17.1 1,876 8.3 
空 調 工 事 72,183 55.6 74,594 56.2 △2,411 △3.2 
水道衛生工事 33,193 25.5 35,474 26.7 △2,281 △6.4 
合 計 129,867 100.0 132,683 100.0 △2,816 △2.1 

（官庁工事） 36,005 27.7 39,620 29.9 △3,615 △9.1 
（民間工事） 93,861 72.3 93,062 70.1 799 0.9 
       
更 新 工 事 14,471 11.1 15,710 11.8 △1,238 △7.9 

繰
越
工
事
高 

海 外 工 事 17,832 13.7 17,080 12.9 751 4.4 
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13. 役員の異動 

 
（平成 17年 6月 29日付予定）    
    
1. 代表者の異動 なし   
    
2. その他役員の異動    
    
（１）新任取締役候補    
取締役 大阪本社副代表兼技術統括   前 川 勝 行（現 役員待遇 大阪本社副代表兼 

   技術統括） 
    
取締役 名古屋支社副支社長兼技術統括   安 東 紘 幸（現 役員待遇 名古屋支社副支社長兼 
    技術統括） 
    
取締役 九州支社長  瓜 生 収 蔵（現 役員待遇 九州支社長） 
    

 佐 藤 嘉 秀（現 役員待遇 東京本社副代表兼   取締役 東京本社副代表兼 
      技術統括兼技術第二部長   技術統括兼技術第二部長） 
    
    
    

（２）退任予定取締役 
  

現 取締役 安全･品質･環境本部副本部長  本 山   進（理事  安全･品質･環境本部） 
 

 
  

（平成 17年 7月 1日付予定） 
  

常務取締役 施工技術本部長  西 内 義 充（現 取締役 施工技術本部長） 
    
  
  
                                       以 上 
 


